
大規模災害時における停電復旧の連携等に関する基本協定 

 

 亀岡市（以下「甲」という。）と関西電力送配電株式会社 京都支社 電力本部 京都配電営業所

（以下「乙」という。）は、大規模災害時に相互連携して災害対応にあたることとし、次のとお

り連携に関する協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、亀岡市内での地震及び風水害・雪害等による大規模災害（以下「大規模災

害」という。）が発生した場合や大規模災害に備えて平時から、甲及び乙が相互に連携し、迅

速かつ的確に対応することにより、市民生活の早期復旧に資することを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 この協定の適用範囲は、亀岡市における乙の電力供給区域とする。 

 

（連携内容） 

第３条 甲及び乙がそれぞれ連携する内容は次の各号のとおりとする。 

（１） 甲乙相互に連絡体制を確立し、停電情報等必要な情報の共有に努めるものとする。 

（２） 甲及び乙は、大規模災害発生時に乙が所有する設備を原因として甲が管理する道路の通

行に支障を来たした場合は、甲乙連携して通行の確保にあたるとともに、甲が管理する緊

急輸送道路や被災時に孤立集落が発生する道路については、これを優先的に実施する。 

（３） 乙は、早期の停電復旧作業のため、甲に対して必要な箇所の道路上の障害物除去作業を

要請できるものとする。甲は、甲が管理する道路については、道路上の障害物除去作業に

協力するものとし、甲が管理しない道路については、当該道路管理者等関係機関へ協力を

要請するものとする。なお、「道路上の障害物除去作業」とは、乙の停電復旧作業に伴う

車両等の通行のため、最低限の障害物の除去及び簡易な段差修正等により通行を確保する

作業をいう。 

（４） 乙は、停電の仮復旧のための電源車の使用にあたっては、復旧見通し及び仮復旧箇所の

重要性・緊急性等を総合的に勘案してその配置先を決定するとともに、甲又は京都府と適

宜協議を行うものとする。 

（５） 乙は、停電復旧作業に必要となる活動拠点の確保について、必要に応じて、甲又は甲を

介して関係機関へ協力を要請できるものとし、甲はこれに協力する。 

（６） 甲及び乙は、双方が保有する連絡・通信手段等を利用し、市民に対して停電情報及び復

旧見通し情報等を適時適切に発信する。 

（７） 甲及び乙は、病院、防災関連施設等の重要施設について、可能な限り自家発電設備の設

置等の対策を促進するよう取り組むとともに、優先して停電復旧又は仮復旧すべき重要施

設について、平時から確認・調整等情報を共有するものとする。 

（８） 甲及び乙は、倒木等による停電、道路の寸断等の発生を防止するため、京都府等と連携

の上、事前対策について検討するものとする。 

（９） 甲及び乙は、この協定に基づく連携を円滑に実施するため、双方が実施する訓練等に積

極的に協力するものとする。 

 

（連携方法） 

第４条 前条の連携内容の詳細、実施方法、役割分担その他必要となる事項については、甲乙協



 

議の上、別途定めるものとする。 

 

（費用負担） 

第５条 この協定に基づいて実施した事項に要した甲又は乙の費用のうち、本来相手方が行うべ

き作業に係る費用について、甲乙協議の上、相手方へ請求できるものとする。 

 

（秘密保持） 

第６条 甲及び乙は、この協定に基づく活動を通じて知り得た業務遂行に関する秘密情報及び第

三者の個人情報を他人（関西電力株式会社を除く。）に開示し、又は漏えいしてはならない。 

 

（安全管理） 

第７条 この協定の実施にあたっては、甲乙それぞれの責任において、安全の確保に万全を期し

て行うものとする。 

 

（期間） 

第８条 この協定は、令和５年３月３１日までの間効力を有する。ただし、期間満了日までに甲

又は乙から書面による終了の申し出がないときには、効力を有する期間を期間満了日の翌日か

ら１年間延長することとし、以降も同様とする。 

 

（協議） 

第９条 この協定に定めのない事項又はこの協定に定める事項に関して疑義等が生じた場合は、

甲乙協議の上、別途定めるものとする。 

 

 

この協定の締結を相互に証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印の上、各自１

通を保有する。 

 

以 上 

 

令和４年９月１日 

 

 

 

甲 京都府亀岡市安町野々神８番地 

   亀岡市長   桂川 孝裕 

 

 

 

乙 京都府京都市北区小山北上総町５０−１ 

関西電力送配電株式会社 京都支社 

  電力本部 京都配電営業所 

所長      福田 一芳 

 


